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。。総 説~ (;:てft寸f〕
注意欠如@多動性障害 (ADHD)の有病率と

養育環境要因に関する文献Review

池野多美子1) 小林澄貴2)馬場俊明2) 岸 玲子1) 

要 旨

本総説では， ADHDの有病率に関する近年の動向，

ADHDと養育環境に関する文献を概観して，今後の研

究の課題を探ることを目的とした.その結果， ADHD 

の有病率は日本では 3~7%前後の報告が多いが，正確

な疫学データはなかった.有病率は，用いる診断基準の

違い，診断的情報(評価指標など)の入手方法により差

が生じると考えられ，統一された診断基準を用いた児童

精神専門家による診断が望ましい.

環境要因は，喫煙を中心に養育環境との関連を検索し

た結果，妊婦の喫煙がADHDと関連していた. しかし

曝露評価が自記式である，曝露時期が蛙娠中に限られて

いる，受動喫煙の影響が検討されていない，サンプル数

の少ない研究が多いなどの課題があった今後は出生前

後の生体試料を用いた喫煙曝露評価を行い， ADHDへ

の影響を再評価する必要がある.他の養育環境要因では

母性的暖かさや授乳期間がADHD症状を緩和するとの

報告があった

Key words :注意欠如・多動性障害 (ADHD)，有病率，

喫煙，養育環境

I圃緒百

近年，発達障害殊に知能の遅れがない自閉症スペク

トラムや注意欠如・多動性障害 (Attention-Deficitl

Hyperactivity Disorder; ADHD) など軽度の発達障害
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が年々増えている.相原らは特別支援教育を希望する児

童生徒数が増えている現状を検証し1)小児療育施設に

おける14年間の発達障害初診患者の総数は，平成12年頃

より増加傾向を認め，平成18年より急激な増加が認めら

れたと報告している 診断別ではADHD，広汎性発達

障害，学習障害が7割を超えてきていた

ADHDは， 7歳以前より認められる発達水準にそぐ

わない不注意，多動，衝動性を主症状とする障害で，診

断は7歳以降に確定される疾患である 自閉症スペクト

ラムや学習障害 (LD)などに比べて頻度の高い疾患で

あり，かつ遺伝的素因が強く影響すると言われる目注意

力や多動性などは幼児期に一般的な行動であり，発育と

共に消失し社会に馴染んでゆける児童がいる一方で，青

年期や成人におけるADHDも少なくない 児の学校生

活適応だけでなく，成人期にかけて就労や社会生活に関

する適応も含めADHDは社会的問題といえる.

ADHDの疾病概念は， 1902年にStill，G.Fが「道徳的統

制の異常な欠陥Jとして報告して以降，微細脳機能障害
(1962年，国際小児神経学会議)として，脳の障害に分

類されてきた診断基準に基づく疾病概念の変遷を表1

に示した. 1968年， DSM-IIにおいて小児期の多動性反

応と位置づけられてからは， WHOのICD-9においても

多動を中心とした発達障害として扱われた年数の経過

と伴に，多動の症状をもっ子どもたちの症例が蓄積され，

DSM-Nの改訂で「不注意JI多動性JI衝動性」の主症
状とその組み合わせによる下位分類を設定するに至っ

た しかし近年青年期，成人期のADHDの増加により，

診断基準と合致しない症例も見られ， DSM-Vの改訂が

注目されている

本研究では， ADHDについて有病率を始めとする近

年の動向，喫煙を中心としたADHD発症と養育環境に

関する先行研究を調べ，今後の研究の課題を探ることを

目的とする.

E開有病率

ADHDの有病率については， r注意欠如・多動性障害
問ADHD聞の診断・治療ガイドラインJベ吉益ら3) 渡部4)
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表1 疾病概念の変遷

診断名・改訂内容

小児期の多動性反応

多動症候群

多動を伴う/多動を伴わない注意欠陥障害

注意欠陥障害多動を伴うものに限定する

多動症候群

注意欠陥/多動性障害:i不注意Ji多動性Ji衝動性」の主症状記載と症状の組み合わせによる「多
動性衝動性優勢型Ji混合型Ji不注意優勢型」の3下位分類設定

年
昼
間

診断基準 4

DSM-II 

ICD-9 

DSM-皿

DSM-III-R 

DSM-10 

1980 

1989 

1994 DSM-N 

2000 DSM -N -TR 注意欠陥/多動性障害 サブタイプの明確化、疫学的データや成人のADHDの附記

2013 (予定 DSM-V 注意欠如・多動性障害**の診断分類の改定が予定されている

キ DSM:米国精神医学会精神疾患の分類と診断の手引き;ICD: WHO国際疾病分類
日 ADHDの訳語は『精神神経学用語集 改訂6版j(2008)において「注意欠陥/多動性障害jから「注意欠如・多動性障害」
へと修正された

らの総説を参考にし，成長に伴う有病率の変化，性差，

地域差などを整理した

(1)有病率

学童期の有病率は， ICD-10では多動性障害は1.5%，

DSM-Nでは3~5， DSM-N -TR では3~7% となってい

るへ Polanczyk51らは世界の7地域(北米，欧州，アジ

ア，オセアニア，アフリカ，中東)における児童・思春

期の子供を対象とした102編(対象者数17l，756名)の研

究を検討した結果，有病率は5.3%と見積もった

ADHDが目立ってくるのは 2~4 歳頃と言われるが，

米国での地域における就学前の疫学研究では擢病率は

2~6%であり 6) 年長児の催病率と変わらない.学童期

に ADHDの診断を受けた者の30~50%前後が成人期に

も移行するとの報告があり 7) 最近の研究ではDopheide

ら 81 が，学童期の有病率は 6~9% で， ADHD児の 6~

8割は思春期にも機能障害が残り，半数は成人まで症状

が持続すると報告している. ADHD児を前向きに追跡

した研究には， The Montreal Study， The New York 

Study， The Milwaukee Study， Swedish Studyなどが

あり，診断基準と評価者(自分か親の評価か)の違いは

あるが，いずれも20歳代でも最大66%にADHDの症状

が持続している.

有病率の不一致について， Polanczykらは，①診断基

準の違い (DSM-m， DSM-N， ICD-10か)，②診断的情
報の入手方法(回答は親のみか教師のみか，小児科医か)， 

③診断がなされるために(行動)機能障害を必要として

いるかによって影響を受けると指摘している.吉益もま

た有病率で留意すべきことは，児童精神科医による

適切な判断が必須であると指摘している.その理由は，

Polanczykらとも共通している部分があるが，子どもが

発達段階で適切であるか否か判断することの難しさ，場

面により行動が異なる場合，評価者の情報源(親のみか

教師のみか)により子どもの状態を把握することの難し

」

さ，広汎性発達障害との鑑別の重要性をあげている.評

価者については，岡田ら9) も，教師評定と保護者評定の

差異について報告し差異が生じる要因として，教室場

面と家庭場面で児童・生徒が異なる行動特徴を示してい

る可能性があることと，教師と保護者が異なる評価基準

を持っている可能性があると考察している.

日本では正確な疫学データはないが，有病率は 3~7

%の範囲での報告が多い司小枝らは 5歳児1，267名を対

象にADHD(疑い含む)は4.7%(広汎性発達障害2.4%，

学習障害0.2%)だったと報告した玖学童期の調査では，

文部科学省の全国5地域の公立小中学校を対象とした調

査 (2002年)11)を参考にすると， I知的発達に遅れはな

いものの学習面や行動面で著しい困難を示す」と担任が

回答した割合は在籍児の6.3%にのぼり， 16人に 1人の

割合で学級内に障害に応じた教育指導が必要とされる

ADHD児の長期的追跡はいまだ報告がないのが現状で

あるが増加が懸念されている.近年の有病率の増加傾向

の原因として，湯汲英史l川土①診断基準の変化(発達障

害の概念が広がった)，②障害観の変化(保護者の間で，

発達障害への抵抗が薄れた)，③教育制度の変化(特別

支援教育の充実と，教育への期待の高まり)，④育児能

力の低下や子育てへの不安，⑤未熟児医療の進歩や低体

重出生の増加などの複合的な要因を想定していた.学

童期に ADHD と診断された児の 6~8 割に障害が残り，

さらに半数は成人期にも症状が継続しているということ

は，早期発見と早期介入がいかに重要で、あるかが窺われ

る.教育分野で、の発達障害支援の体制が整いつつありも

のの，体制拡充のためにも日本における疫学調査が必要

と考えられる.同時に障害の特徴的行動が児の生育中の

一過性のことなのか，個人差なのか，それとも障害につ

ながるものか，経過を追って見極めることが大切である.

(2 )性差

性差に関しては， ADHD は男児に多く女児の 3~5
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妊娠期の喫煙とADHD(または ADHD関連症状)~前向きコーホート研究

ADHDの評価指標
または診断基準

Rutterおよび
Connerの質問紙

表2

調整因子

性、人種、家族数、母親の年齢と学歴、
経済状況、母親の養育態度、ライフ
イベント、 10歳までに通った学校数、
両親の不和や離婚、両親の薬物使用

なし

結果

行為障害、注意欠陥、破壊
的行動障害(行為障害+注
意欠陥)に有意に関連あり

アウトカム

行為障害、注意欠陥、
破壊的行動

喫煙評価

0， 1 -19， 20本/日

対象者

1.020人
出0，12歳、男女

著者/年/国

η
ペ
リQ
d
j
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ロ
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…
山
市
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3つのアウトカムいずれに
ついても関連あり

CBCL 外面的および内面的問
題行動、社会性または
注意思考に関する問題

ADHD 

重度 (7，3%)
中度 (27，5%)
なし (652%)

10本以上/日

5296人
6か月→5歳

Borら/1997/
Australia 13) 

子どもの精神状態に影響を与えうる
両親の精神状態、人口統計的要因、
周産期要因、家族要因のうち、妊娠
期の母親と関係のあるもの、子ども
の年齢と母親の大うつ病性障害

出生体重、評価者の違い、居住地、性、
母親の学歴

男:13歳未満 RR=0，444
95%CI 0.094-2.09 

女:13歳未満 RR=2.16
95%CI 0.135-34.71 

SADS-Life 
Time Version 
DSM-lII 

147人
6 -23歳→17
36歳
男女

Weissmanら/
1999/ USA川

外面的問題行動に関連あり
(p<0.05) 

CBCL (母)、
TRF(教師)

外面的および内面的問
題行動、注意の問題

喫煙の有無

アルコール依存症の妊娠中の飲湖、
家族歴

有意な関連なし喫煙の有無

家族構成、経済状況、母親の年
妊娠期の飲酒

性、
齢、

OR=1.30 
95%CI 1.1-4.1 

K-SADS 

Rutter B2 

生後の受動喫煙、経済状況、家庭環
境、性、同胞数

多動及び衝動性と関連傾向
あり (pく0.08)

DSM-N ADHD 喫煙の有無

社会経済状況、妊娠期の母親の精神
障害および薬物使用などの周産期合
併症

内面的問題行動を除いて関
連あり

独自の作成による質
問紙

注意欠陥、外面・内面
的問題行動、計算・所
持障害

ADHD 

0， 1 -5， 6 -10， 
11-19， 20本以上/日

Rutters sacle (教師) 非喫煙より禁煙・喫煙で有
またはSDQ(教師 意にリスクが上昇
と母)、 SDQ修正版 2つのコーホートで量反応
(母) 性が認められた

K-ARS (両親、教師) 尿中コチニンは、 ractivity
Continuous との関連が見られたが、調
Pergformance Test， 整後関連性は消失した尿中
Stroop W ord and コチニンは調整後も神経認
Color Test， 知学的能力との関連あり血
Children's Color 中鉛は調整後も K-ARS，神
Trail Test 経認知能力と関連)

": CBCL目 ChildBehavior Check List; TRF: Teacher's Report Form; K-SADS: Schedule for Affective Disorders and Schizophrenia for School-Age Children-Epidemiologic Version; DSM-
N: Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorder V巴rsionN; SDQ: Strengths and Difficulties Questionnaire 
料 Northern Finnlish Birth Cohort， Aahus Birth Cohort， Healthy Habits for Two chohortを合計した数.分析はコーホートごとに行ったが，性別，家族構成，両親の教育歴，妊娠中の飲酒，
出生体重，出生週数にコーホート聞で差はなかった

間 2003年までの論文は吉武らの論文を一部改編し以降の論文を追加した
材料鉛と喫煙曝露によるADHD発症リスクを検討 現在の曝露評価を血中鉛量，尿中コチニンで評価.

性、妊娠中飲酒、両親の教育歴、家
族構成、経済状況、出生体重

0，禁煙(妊娠前喫煙)
1 -9本/10本以上)、
喫煙(妊娠中も喫煙)
1 -9本/10本以上

823人
6歳→11歳
男女

150人
8 -18歳→18歳
男女

7，135人
0-8歳
男女

161人
6か月→5歳
男女

1，186人
O →5.5→11歳
男女

Breslauら/2000/
USA出

Hillら/20∞/USN6) ADHD 

Hyperactivity 喫煙の有無Kotimaaら/2003/
Finland 17) 

Kahnら/2003/
USA'8) 

Bastraら/2003/
Netherland 191 

20.936人判
7 -15歳
男女

Obelら/2007/
Finland.Denmark 20) 

性、年齢、父の教育歴、母のIQ、
児のIQ、居住地、出生体重、血中
鉛量山*

ADHD、神経認知学評
価

妊娠中の喫煙の有無
最近の喫煙曝露の有無
児の尿中コチニン

667人
8-11歳
男女

Choら/2010/
Corea 21) 

切
切
(
中

ω)

user
長方形
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倍と言われ， Polanczykらは前出の102編の検討から男

児は女児の2.45倍の有病率であると報告した吉益らが

メタアナリシスを行った結果，男子15.6%，女子8.5%，

全体12.3%であった31 さらにADHDのタイプ別に男女

比に関して分析を行い，女子に対する男子のオッズ比を

算出した結果，不注意優勢型で2.05(95%CI l.60-2.63)， 

多動性ー衝動性優勢型3.13(95%CI l.90-5.20)，混合型

では3.61(95%CI 2.73-4.79)，全体では2.25(95%CI l.72目

2.94)であった.この結果は従来の報告より低く，成人

期に自己受診するADHDの男女比l.8-2.6131に近いと述べ

ていた.

性差については，男児の方が多動や衝動性が女児より

目立ちやすく，事例化しやすいことも影響していると考

えられる 31

( 3)地域差

地域差に関しては，アフリカが8.5%，南米が1l.8%と

高い有病率であった一方，アジアは4.0%，欧州は4.6%，

北米は6.2%と低く，地域による差の大きさを報告して

いるSI 吉益らはDSM-Nの診断基準を用いた論文をレ

ビューし，地域・学校ベースの有病率を比較した31 ウ

クライナの地域在住1O ~12歳600名を対象に母親による

質問票評価で19.8% と高かった一方，ブラジルの12~14

歳1，013名を対象にした，教師と両親による質問評価で

は5.8%と{正かった. ドイツ，インド，コロンピア，オー

ストラリアなどは有病率10%以上あり， Polanczykらの

報告より全般的に高い.また同じ学校ベースの小学生以

下を対象に教師による質問票評価で調査した研究におい

て，有病率が6.8%(4，323名)と11.4%(8，253名)という

報告もあり，地域による有病率の違いを示している

E 養育環境要因

ADHDの発症に関わる環境要因は，化学物質(農薬

を含む)曝露，養育環境，社会環境要因などに分けて

考える必要がある. ADHDは遺伝要因との関連が強い

(76%) と言われ，環境遺伝交互作用の検討も重要であ

るが，本研究では両親の生活習慣を含む養育環境を中心

に検討した

検索に際しよりエビデンスレベルの高いコーホート

研究・介入研究を検討することとした 英文の引用文

献は， PubMedのデータベースを用いた.検索キーワー

ドは， [Mesh]を{吏い， “Attention De五citHyperactivity 

Disorders" ， “"Smoki出ngピ"または “Home envir刀羽Oαnmen此1吋t，

“C∞ohor吋:ts坑tudy"¥，
た.さらにヒト，英語，日本語，子ども (0-18歳)とした

日本語論文は，医中誌データベースを用い，同一の検察

キーワードを用いた.期間は2011年までの10年間とした.
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検索の結果， 日常生活習慣を含んだ養育環境要因で

は，喫煙と ADHDとの関連が47本あった喫煙に関す

るReview論文は海外で23本，国内では 1本であった.

家庭環境では4本抽出された児の生育時期により環境

リスク全般について網羅的に検討した英文論文は4本で

あった.

(1)喫煙との関連

吉益は， 1990~ 2004年に発表されたADHD関連行動

と妊娠期の母親の喫煙との関連をコーホート研究や症例

対照研究14本の研究について検討した.前向きコーホー

ト研究に絞って，吉益らの報告以降の研究を追加し表2

に示した山) 多くの報告同様に妊娠中の喫煙がADHD

と有意な関連を認めるものの，対象数の少ないものがあ

り，大半の研究が喫煙状況を聞き取り調査で評価し，ニ

コチンの代謝物であるコチニン測定を行っている研究は

なかったと吉益は研究の課題を述べていた Obelらは

北欧の3つの前向きコーホート研究を比較検討しまっ

たく喫煙したことがない妊婦より，禁煙も含め妊娠中の

喫煙がADHD発症リスクを上昇させることを明らかに

した221 Choらお)は 8歳から11歳の667人を対象に，学

童期の血中鉛と尿中コチニンを測定してADHDや神経

認知能力と関連するか検討した 出生後の受動喫煙につ

いては， HermannがReviewした結果2ペどちらも児の

神経発達に影響していたことを報告していた

出生前の喫煙との関連の研究が最も多く見られたが，

Linnetや吉益が指摘するように，妊娠中の母親の喫煙

状況を生体試料により客観的に評価した研究は乏しく，

Choらが児の尿中コチニンを測定した 1報告のみであっ

た幻) この研究は，受動喫煙の影響を生体試料で評価

した点で貴重である.喫煙状況を聞き取りで調査する

と思い出しバイアスに加え，妊婦の意識も反映される.

Obelらの北欧のコーホート研究辺)では，妊娠中喫煙曝

露評価色妊娠16~34週に聞き取っており，思い出し

バイアスの問題は除外できる.分析結果からは，妊娠を

機に喫煙を中止しでも，影響が残ることを明らかにした

点は意義があるー とはいえ，胎児期曝露および児への曝

露影響と ADHDとの関連を解明するには，それぞれの

時期の生体試料による曝露評価を行う必要がある.

(2 )養育環境との関連

喫煙以外の養育環境の研究は4本抽出され，表3に

示した.母親の温かさ (Tulluらお1)や授乳期間の長さ

(Julvetzら261)がADHD症状の親和に関連していた テ

レビやゲームの視聴時間は注意機能に関連しており，そ

の影響は青年期も同様に認められた (Swing幻1) また，

Pelsserらは夕、イエットと ADHDとの関連について無作

為化対照試験を実施し出1 ADHD児への介入フoログラム
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著者/年/ 研究デ
国 ザイン

七日llyら/ 後ろ向
2004/UK剖) きコー

ホート

曝露評価

表3 養育環境とADHD(ADHD関連症状)との関連

考察

母性的温かさ(ピデ教員と養育者に ADHD得点において、児の低体重で生まれた
オ撮影された子どもよる ADHD症状体重と母性的温かさの聞に児のADHD症状
の反応からコード化の調査票 有意な交互作用があった。は、母性的温か
した感情表現 1Qとは関係しなかった さにより緩和し、

低体重出生児の
ADHD症状にある
問題行動を防ぐ可
能性がある

ADHD-DSM-N授乳12週以上はADHD得点 12週以上の授乳は
に基づく教員にと社会適応の改善が認めら ADHD症状改善に
よる調査票 れた (ADHD) 関連している
MCSA (神高壬心 RRニ0.56;95%CI.0.37-0.85; 
理学検査) 社会適応
教員による RRニ0.57;95%CI.0.52-0.66)
CPSCS 授乳20週以上は実行機能

と関連があった(s =4.9; 
95%CI.0.6-9.2) 
交絡要因調整後も効果は維
持した (12~ 20週 RR=0.56;
95%CI.0.37-0.85; 21 ~ 28週
二RR=0.47:95%CI.0.27-0.80: 28 
週以上 RR=0.61;95% CI.O. 
44-0.86) 

対象者

低体重出生
の双子の5
歳児2232組

]urvetzら/
2007/ 
Spainお)

前向き 4歳児500 授乳期間(聞き取り)
出生コ名
ーホー
ト

ADHDの評価 結果

教員による注意テレビやビデオゲームのテレビだけでなく
機能の評価 視聴は注意機能と非常にビデオゲームの視

関連している (OR=1.81.聴も注意機能に影
95%C11.56-2.11) 響し、青年期との

比較でも同様の結
果であった

ダ、イエット (elimination小児科医によダイエツト群は対照群に比ダイエット群は対
diet;米，肉，野菜，梨、る ADHD-RSべ、 ADHD症状評価指標の照群より ADHD得
水など低刺激性の食と Conners、ADHD-RS得点が23.7(95%C1点が低下した
品に，ジャガイモ，フル SDQ.SP1 18.6-28.8; pく0.0001) 差があ食べ物由来の
ーツ，小麦などの特定 り、両群を交差した結果、 ADHDにはダイエ
の食品を補完するも 30人中16人 (63%)に症状のットプログラムの
の).対照群は健康的 ぶり返しが認められた 実施を考慮すると
な食事 よい

Swingら/
2009/ 
USA出)

一
ケ

ゲ
日
オ

(

「
ア
問
問

ビ
時
や
聴
ビ

視

)

レ
の
問

テ
ム
月

コーノ
の
ト
所
一
箇
ホ

仰
山
一

研
〆
什
川

叫

Wμ縦
究

Pelsserら/ クロス 6歳から12
却11/ オーバ歳1323名
Netherlands 27) ーの

RCT 

表4 児の発育時期によるADHD発症にかかわる要因

原因

ニコチン，アルコール，鉛. PCB，毒物(マリファナ，コカイン)，食品添加物，貧血，甲状腺機能低下症，
ヨウ素欠乏，母の心理的ストレス，脳の発達異常，染色体異常，ウイルス性発疹症

早産，低出生体重，低酸素・虚血性脳症，髄膜炎，脳炎

受動喫煙，鉄欠乏，脂肪酸欠乏，強い心理社会的ストレス，ウィルス性髄膜炎，脳炎，脳外傷，甲状腺機能障害，
中耳炎

曝露時期

出生前

出生時

出生後

※Linnetら (2003)却) Millichapら (2008)田 Banerjeeら (2007)叩 Williamsら (2007)31)を一部改編

としての可能性を報告していた ADHD症状の緩和要

因を明らかにすることは， ADHD症状の関連遺伝子を

有しでも，症状を和らげるあるいは発症を抑制するため

の環境情報を提供できる点で，社会に寄与できるだろう

( 3)児の生育時期による ADHD発症に関わる要因

児の生育時期，すなわちADHD発症リスクを網羅的

にReviewした論文の結果を表4に整理した

Linnetらは， ADHD評価を， DSM診断基準とほかの

妥当な診断を用いているか， またはADHDのスクリー

ニングツールと ADHD症状のテストを用い， 1973年か

ら2002年に発表された研究についてメタアナリシスを

行った却) その結果，喫煙との関連が24本，アルコール

摂取との関連が9本，心理社会的ストレスの関連が5本

検出された喫煙との関連は，妊娠中の母親の喫煙が

ADHD発症にもっとも強く関連していることが明らか

となった.妊娠中のストレスに関して一致した見解は認

められなかったものの，出産後のADHD症状に若干影

響することが示唆されたー多くの研究で，思い出しバイ

アス，曝露評価，サンプル数の不足，交絡要因の補正が

不十分であるなど方法論的な欠点が見出された

Millichapは， ADHDの病因について， 2007年までの

論文を器質的，遺伝的，生物化学的要因から概観し，出
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生前・出生時・出生後の環境リスク要因について整理し

た凡その結果，出生前・出生時のリスク要因には，妊

娠中の喫煙とアルコール摂取，早産， ヨウ素欠乏が関連

していた.

Banerjeeらは，疫学，神経心理学，神経イメージン

グ，治療も含めADHDの関連要因について検討した結

果，家族研究や双子研究などで遺伝的要因がADHD発

症を規定している (79%) とはいえ，生物学的要因，環

境要因もまたリスク要因であることを指摘し食物添加

物やダイエット，鉛汚染，喫煙とアルコール曝露，妊娠

中の喫煙，低出生体重との関連を報告した31)

Williamsは胎児期の環境物質曝露がADHDや神経発

達，精神健康などとの関連を前向きコーホート研究に

絞って検討‘しお鉛とPCBsは脳の発達に，マリファナ

とアルコールは長期に(特に注意課題に対して)影響し，

アルコールは旺娠年齢と飲酒頻度がより強く影響すると

述べた.またコカインは年齢と共に影響は弱まるが，心

理社会的要因がその影響を大きく緩和する一方で，喫煙

との関連は妊娠中のニコチン曝露により遺伝子レベルの

変化を介して影響すると報告した

養育環境の中でも生活習慣である喫煙や飲酒といった

発症リスクは，娃娠中および出産後の生活習慣改善によ

り避けられるリスクである目

今回の先行研究の検索では，国内において出生前から

出生後まで環境要因について評価した研究は未だ見られ

なかった今後のADHDの発症環境要因の研究は，妊

娠中から出生後の環境も考慮した長期の出生コーホート

研究により，過去に関連が報告された要因を調整した解

析，遺伝的要因分析も求められると考える.

なお，本研究では，農薬を始めとする環境化学物質曝

露や遺伝的要因については，検討していない.近年蓄積

されつつある遺伝的要因ならびに環境遺伝交互作用に

ついては別の機会に整理したいと考える.

まとめ

ADHDの有病率は， 日本では 3~7%前後の報告が

多いが，正確な疫学データは報告がなかった 発達支援

やADHDの長期予後への対策を考える上でも， 日本に

おける疫学データが求められる O そのために統ーされた

診断基準を用いた児童精神専門家による診断が望まし

い ADHDの環境リスク要因の解明には，喫煙曝露の

影響について一致した見解が出ているが，十分なサンプ

ルの出生コーホートにおいて，妊娠中から学童期までの

曝露評価を客観的に行い，交絡要因を調整して再評価す

る必要がある，その上で，遺伝的要因がどの程度関連す

るか，環境問遺伝交互作用を検討するのが望ましい.環
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境リスク要因の解明は，学童期前からの養育と普通学級

に通級している児童へのADHD症状に対する予防や症

状緩和策にも繋がるものと考える
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